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論文
輸入自主拡大の自主性について*
要約
小田正雄
Taek-Dong Yeo 
この論文の目的は、輸入自主弦 (Voluntary Import Expansion (VIEs))が輸入国の立場からみ
て果たして自主的 (voluntary)かどうかを検討することであるo まず、クールノー複占モデルで各
国に 1企業しかなく、その限界費用が同じであれば、外国企業のマーケット・シェアをある水準以
上に引き上げる VIEsは輸入国の経済厚生を低下させるので、 voluntaryではないことを示す。次に
モデルの仮定を修正して VIEsが自主的になるケースを探る。その結果、もし両国企業の費用が非対
称的な場合には、 VIEsによる戦略的な輸入盤大政策が正当化されることを示す。更に、非経済的な
目的と政府の行動という政治経済的な側面を導入すれば、 VIEsが正当化されることを示す。
キーワード:輸入自主拡大 (VIEs)、輸出自主規制 (VERs)、クールノー競争、ベルトラン競争、陰
関数の定理、ルール指向的貿易政策、結果志向的貿易政策
経済学文献季報分類番号:06-10 
1 .序
1980年代の半ば以降、輸出自主規制 (Voluntary Export Restraints (VERs))に加えて、
輸入自主故大 (Voluntary Import Expansions (VIEs))が先進国間の新しい保護貿易手段
として登場してきた。 この分野でのパイオニア的な論文である Bhagwati(1987)を契機に，
VIEsについてさまざまな側面から研究が行われてきており、すでに Bjorksten(1994)，Cron-
* 小論は、 2000年7月にCityUniversity of Hong Kongで開催された“InternationalWorkshop on 
International Economics and Asia"と、 2000年10月に開催された「日本国際経済学会全国大会Jで行な
った報告を圧縮したものです。ドラフトの段階でRonaldJ ones， M.C. Kemp， Kar-yiu Wong， Ian 
Wooton， Ngo Van Long， Satya Das，菅田一、松本茂、および田中誠氏から有益な助言を頂きました。
特に菅回一氏との議論から多くの示唆を得ました。また報告に際して、小島清、太田博史、およびZhihao
Yuの各氏から有益な御教示を頂きました。記して謝意を表します。報告の際、小島清、太田博史氏から
頂きましたコメントはまだ十分取り入れていません。新しい研究課題とて検討致します。本稿は1996年
の秋の学期にロチェスター大学に滞在したときに書いたドラフトが出発点になっています。ロチェスタ
ー大学のアカデミックな雰囲気に感謝いたします。残されているであろう不備な点は、全て私共の責め
に帰します。
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show and Markusen (1995)， Dinopoulos and Kreinin (1990)， Ethier and Hom (1996)， 
Greaney (1996， 1999)， Irwin (1994)， Ishikawa(1999)，およびNagaoka (1997)などの優れた研
究がある。しかしながら VERsの自主性(voluntariness)については、すでに Harris(1985) 
やMaiand Hwang (1988)などの研究があるのに対して、 VIEsの自主性に関する理論的研
究はあまり進んでいない。
周知のように、VIEsは1986年の日米半導体協定からスタートした。この協定はアメリカの
半導体メーカーの日本市場へのアクセスを図ることを目的としていた。その後、VIEsは輸出
国が閉鎖的と考える輸入国の市場を“開かせる"ための 1つの重要な市場アクセスの手段と
なってきているが、その背景には、ルール志向的 (ruleoriented)ではなく、具体的な成果
を求める結果志向的 (resultoriented)なアメリカの通商政策がある。
VERsやVIEsのような結果指向的な貿易政策はGATT/WTOのルールと対立するもの
であり、 Bhagwati(1987)などによって批判されてきた。しかし貿易摩擦を解決するために、
このような結果志向的な貿易政策が先進国の間で一般化してきていることも事実である。そ
してルール志向的な多国間貿易の達成を目標としている WTOにも、特定の農産物(例えば、
米や牛肉など)については、結果志向的なミニマム・アクセス条項が取り入れられている。
従って、 VERsやVIEsなどによる双方的(bilateraDで結果志向的な貿易政策はここしばら
く続くに違いない。
VIEsに関する最初のまた最も厳密な分析は、 Greaney(1996)によって行われた。彼女は
代替的な2財を想定したベルトラン複占モデルでVIEsの効果を分析しているoとりわけ、輸
入財について最低限の市場シェアーを確保するという形の VIEsの設定は競争を促進させ
ず、従って両財の均衡価格を低下させないことを示したo また彼女は価格競争の場合、もし
VIEsが輸入財の市場シェアーを僅かだけ増加させれば、それは両企業の利潤を高めること、
また数量競争の場合にはVIEsは輸入国の企業の利潤を低下させることを示している。しか
し、 VIEsが輸入国の経済厚生に与える効果を明確に分析しているわけではない。
他方、 VERsについては Harris(1985)とMaiand H wang (1988)がVERsを行う輸出国
にとって voluntaryになるかどうか、またなぜ、および如何なる条件のもとでvoluntaryに
なるかを検討している。従ってこれから直ちに出てくる研究課題は、果たして VIEsがVIEs
を行う輸入国にとって voluntaryかどうかを究明するとことである。 VERsの研究と比較し
て、この問題はこれまであまり取り上げられて来なかった。この論文の目的はこのギャップ
を埋めることである。
以下簡単なクールノー複占モデルを用いて、マーケット・シェアーで定義された VIEsが、
それを強いられる輸入国にとって voluntaryになるかどうかを検討する。従って小論は
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Greaney (1996)を補完するものである。特に VIEsが自主的になるケースを究明するために
モデルを盤張し、費用が非対称的である場合や両国の企業数が複数の場合を考察する。更に
両国が差別化された財を生産する、より一般的な場合を検討する。最後に非経済的目的と政
府の行動という新しい側面を導入することによって、 VIEsの政治経済学的な正当化を行う。
小論は以下のように構成される。第2節では同一財の簡単な複占モデルを作り、もし各国
に1企業しかなく、その限界費用が両国で同じであれば、VIEsは輸入国の経済厚生を低下さ
せることを示す。この限りでは VIEsは輸入国にとって voluntaryではない。第3節ではこの
モデルを非対称的なコストと複数企業が存在する場合に拡張し、 VIEsが自主的になる可能
性を考える。第4節では差別化財を仮定した複占モデルを設定し、VIEsが自主的になる可能
性を検討する。第5節では政治経済的な新しい側面を導入することによって、VIEsが多用さ
れている現実を説明する。第6節は要約である。補論ではVIEsとそれと同等のマーケット・
シェアーを実現させる輸入補助金政策との効果の比較を行うo
2.同一財の VIEsモデル
自国と外国の2国を考え、各国には 1企業が存在し、両企業は同一財を生産し自国市場で
クールノー競争をするとする。また簡単化のため固定費用をゼロとし、限界費用は両企業で
等しいものとする。いまアメリカ(外国)企業の強い要請を受けてアメリカ政府が自国(日
本)政府に問題の財の外国企業の自国市場におけるシェアーについて交渉することを求め、
両国政府の交渉の結果、自国がVIEsに踏み切るものとする九
2段階のゲームを考える。第lステージでは両国政府 (MITIとUSTR)が外国企業の自
国市場におけるシェアーについて交渉するo 第2ステージで、この交渉に基いて両企業は自
国市場において非協力的な数量競争をするものとする九いま自国の集計された(または代表
的消費者の)効用関数が次のquasi-linearな形で与えられるものとする。
u仏 Y)=U∞+Yzax-tbX2+X 
ただし Xは問題とする財の消費量であり、 Yは他財(ニュメレール財)の消費量であるo
予算の制約1=ρX+Yの下で効用最大化をすれば、その財に対する次の逆需要関数を得る。
ρ= U'(X) =a-bX， (1) 
ただしρはXの価格、 aとbはプラスの値であるoaは例えば自国市場の大きさを表すパラ
メターである。
両企業で限界費用が等しい費用関数が、C(x) = CXt C. (X事)=cx.で与えられるとする。ただ
しX(X"')は自国(外国)企業の生産量であり、アステリスクは外国の記号を表す九自国企業
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と外国企業の最適反応関数は
(X*) =皇二三一竺 X*(X) =互二三一三2 b 2 ' ~ ，~， 2 b 2 ' ( 2 ) 
である。ユニークで安定的なナッシュ均衡が存在するものとする。その場合、自由貿易下の
各企業と全体のクールノー・ナッシュ均衡生産量は
a-c 'u" 2(a-c) 
Xf=X子=3b"'Af=~ ( 3 ) 
である。図1で、 hh'ぽ')は自国(外国)の最適反応関数を表しており、また gg'はスロープ
がマイナス 1の直線である。自由貿易下のクールノー・ナッシュ均衡点はιである。
両国政府のVIEsの交渉を2つのステップに分ける。第1は、外国企業のシェアーを初期の
自由貿易の水準に設定する場合であり、第2は、それよりも外国企業のシェアーを高める場
合である。外国企業のシェアーを mで示せば、両者は次式で示される。
.* 
←ー一士二三 m 二三 m 
x十X~
ただし、 mfは初期の自由貿易下の外国企業のシェアーである。
( 4 ) 
ところで、 1981年のわが国の対米乗用車の輸出自主規制や1986年の日米半導体協定から知
られるように、VERsやVIEsのような交渉によって非関税障壁を設定する場合には、通常自
国における外国企業のシェアー(絶対的な数量ではなく)をいくらに設定するかという形で
行われ、しかもそのシェアーは初期の自由貿易の水準が基準となる。ここでもそのように考
えれば、(4)から自国企業の生産量は次のような制約を受ける。
X :;J1-mf.)x・
mf 
VIEsによってそのような制約が課されれば、自国企業の反応関数は次の2つの側面に分かれ
るo
もし与笠t.X*勾 (X*)であれば、山勺=与笠t.x*， 
""f "(，f 
もしよ壬笠t.x* >Xf(X*)であれば、山半X(x*)， 
"f 
ただし Xm(x*) はVIEs下の自国企業の反応関数であるo
( 6) 
図1では (6)式は次のことを意味するする。 i)もしVIEs下の自国企業の供給量が自由
貿易下のそれよりも大きくなければ、 VIEs下の自国企業の反応関数は、oι となる。 i)も
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しVIEs下の自国企業の供給量が自由貿易下のそれよりも大きければ、VIEs下の自国企業の
反応関数は(2 )式に等しい。従ってVIEs下の自国企業の反応関数はι点でキンクし、新
しい自国企業の反応関数はOEfhとなる。VIEsの引き上げによって mが高まるにつれて、新
しい均衡点は外国の反応関数のfEf部分のEm点のような点に決まるo
いま VIEsの規制が拘束的 (binding)であるとする。その場合、(2 )と(6 )から両企業
の均衡生産量と総生産量は mの関数となり、それぞれ次式で与えられる。
M 一(a-c)(1-mL ~.ー(a-c) m v-(α-c) 
-"m -- b (1+ m) ， -" m -b (1+ m)' ~ ~m -b (1+ m r 
ここでもし m=mf=I/2とすれば
v 2(α-c) "， 
.r1.m- 3b -..r1..f. 
となるo (7)から自由貿易の水準でのVIEs下の自国企業と外国企業の利潤は
m (1-m)(a-c)2 .1 ¥ (a-c)2m2 
π(m) "" ，. 1.. ・ ¥?π・(m)= b(1+m)2' 
となる。他方自国の消費者余剰は
( 7)
(8 ) 
(9 ) 
ω(m) = ~ bX;" 仕
であるo 自国の経済厚生が自国企業の利潤と消費者余剰の和であるとすれば、次を得る。
(a-c)2[2m(1-m) +1] 
W(m)= 
2b(1+m)2 
(11) 
次に、外国企業のプレッシャーによって両国政府間でVIEsの交渉が行われ、その結果外国
企業のシェアーが高まるとする。このマーケット・シェアーの上昇が生産量、利潤、および
経済厚生に与える効果は、(7)、(9 )、および (11)を mで微分することによって知ること
ができる。(11)から
dW(m) 3(a-c)2m 
=ーく0，dm b(1+m)3 (12) 
となる。これから外国企業のシェアーを高めれば自国の経済厚生が低下することが分かる。
この意味でVIEsは自国にとってvoluntaryではない。以上の結果は次のようにまとめられ
る。
命題1.両企業の費用が同一で一定で両企業が輸入国市場でクールノー競争を行なう場合、
VIEsは輸入国にとってvoluntaryではない。
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3.モデルの拡張
VIEsがvoluntaryになるケースがあり得るのであろうか。この節では、前節の仮定を修正
してVIEsがvoluntaryになるケースとその条件を考える。モデルの仮定を修正する方法は
いろいろあるが、ここでは生産側の仮定を修正した次の2つのケースを考えるo 一つは非対
称的なコストのケースであり、今一つは多数企業が存在するケースである。
1 )非対称的なコスト
規模の経済などによってある企業の限界費用が逓減し、両企業の費用が非対称的になるこ
とは十分あり得ることである。そこでいま自国企業の限界費用は一定であるが外国企業の限
界費用は規模の経済によって逓減するものとする。われわれはこのように両企業の費用が非
対称的になる場合には、VIEsによる戦略的な輸入拡大政策が、ある条件の下で正当化される
ことを示すことができるo
いま自国企業と外国企業の費用関数が次のように与えられるものとする。
C=C(x) =cx， C'(x) =ιC"(x) =0， 
C*=C*(x*)， C*'(x*) >0， C*"(x*)くo.
外国企業の限界費用が逓減するので、両企業の費用が非対称的になることに注意されたい。
外国企業の利潤関数は
1l'*(えら x*) = (a-bx-bx*)x*-C*(x*)， 
となるo 従って外国企業の利潤最大化の 1階と 2階の条件は
1l'* δ21l'* 
z±E=-2bf+a-bx-cv(f)=0一一一=-2b-C*" (x*)く0，'ax・2 (13) 
であるo (13)式の1階の条件から、陰関数F(x，x*)= 0を得る。この陰関数を用いて dx*/
dxの値を求め、外国企業の限界費用が逓減する場合に、mの僅かな増加が自国市場への財の
総供給を高めるかどうかを検討する。
陰関数の定理から dx*/ぬ=-Fx/F，.を得る。従って(13)から、凡=-bおよび
Fx*= -2b-C*"(x*)くOを得る。これらから
，/ρ・-_J..
ニニー- く0，
dx 2b+C*"(x*) (14) 
を得る。VIEsが自国市場への総供給を高めるためには、次の条件が満たされなければならな
¥'lO 
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dx*(x) b 
1く一一一一一= く2.dx 2b+C*"(x*) 
(15)の第3項の分母の値から、 2つのケースが区別される。
ケース 1.2b+ C*" (x*) >0。この場合には、-1.5bくC*"(x*)く-bとなる九
ケース 2.2b+ C*" (x*)くO。このケースは(13)の2階の条件から排除される。
25 
(15) 
従ってケース 1だけが有効である。この場合、もし C*"(x*)くOの値がこの範囲内にあれば、
mの増加は圏内市場における財の総供給を増やす。しかしVIEsがvoluntaryであるための
条件を求めるためには、更に分析が必要であるo
4・(x*)= C*" (x*) / bとする。それは外国企業の限界費用の需要曲線に対する相対的な
スロープである。このφ・(x*)を用いれば、(14) は次のように書ける。
dx* 1 
dx 2+tt* (x*)・ (14)' 
VIEsを引き上げることはぬくOを意味する。従ってVIEsが自国の経済厚生を高めるため
には、 dW/ぬくOでな砂ればならない。ところで自国の経済厚生の変化は
dW= -x*p'dX + (p-c)dx， 
である。これから
dW ~..dX コz=-xV'7E+(ρ-c)，
(16) 
(16)' 
を得る。従って、(16)，がマイナスになるための条件を求める必要があるoVIEsが自国市場へ
の総供給を増やすためには
dX _， I dx* _1 + t* (x*) ハ
一一=1+一一一 O dx .. dx 2+tt*(x*) 'v 
でなければならない。(16)'を初期の自由貿易の点で評価すれば、次を得る。
等し=ーの'安+刷=-P' [x*筈+x]，
(17) 
(18) 
ただし、自国企業の利潤最大化のための l階の条件:ρ-c=bx=一ゆ'を用いている。 VIEs
を課すことは dxくOを意味するので、(18)からVIEsが自国の経済厚生を高めるための必
要・十分条件は
[x*筈+x]く0， (19) 
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である。(17)を用いれば、これは最終的に次のようになる。
f¥2+φ・(X*)
一一X l+tt牟(X*). 
これから次の命題を得る。
(20) 
2+φ・(X*)
命題2. もしー>ー であれば、 VIEsは輸入国にとってvoluntaryとなる。1 + t* (x*) 
この命題は次のことを意味する。すなわちVIEsが輸入国にとってvoluntaryであるため
には、外国企業の生産量が初期の自由貿易の状態で大きくなければならないということであ
る。更にもし外国企業の限界費用が低下し、 (20)が満たされれば、 VIEsによる戦略的輸入
拡大政策が正当化されることになる。
2)多数企業
この節では企業の数を増やし、両国企業の数が異なる場合のVIEsの効果を考える。いま自
国に n個の企業、外国にが個の企業が存在するとする。またxとfを自国と外国のある財
の総供給量とし、島と幻を両国における i企業の生産量とする。もし各企業の生産量が同じ
であれば、 X=nxi と x*=n*x~を得る。いま VIEs が拘束的 (binding) であるとする。その場
合、 xm(x*)= [(1-m)x*]/mとなる。自国の i企業のVIEs下の利潤は
桁 =(a-C)Xi一(bXXi)/ (1-m)， 
となるo ただし、 x=Xm(1-m)を用いている。また Cは企業の限界費用である。
利潤最大化から、自国における各企業の生産量と総生産量は、それぞれ
島=[(a-c) (1-m)]/b(n+1)， x= [n(a-c) (1-m)]/b(n+1)， 
となる。同様に外国における各企業の生産量と総生産量は、それぞれ
(21) 
xう=[(a-c)m]/b(が+1)， x*= [が(a-c)m]/b(n*+l)， (22) 
となるo ただし Cは外国企業の限界費用でもある。 (21)と (22)から自国市場への総供給量
は
V ー(a-c)[n(が +1)+m(n*-n)] 
n.m b (η+1) (n・+1) (23) 
となる。他方、自国と外国における各企業の利潤は
(a-c)2[(が+1)一(が-n)m] 盆(a-c)2[ (n* + 1)一(n*-n)m]m
所ニ b (n+ l)2(n・+1) 桁 T ニ b(n+1) (η*+1)2 (24) 
であるo また (23)から自国の消費者余剰は
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cs=Jα-c)2[n(が +1)+m(が -n)]2
2b(n+1)2(n*+1)2 
であるo (24) と (25)から自国の経済厚生は
(a-c)2[n(が +1)-m(n*-n)]2 
W(m)= 2b(n+1)2(η*+1)2 
+n J Jα -C)2[(が+1)一 (n*-n)m] (1 -m~}
，.， l b(n+1)2(η*+1) 
である。 (26)をmで微分すれば
dW(m)一(α-c)2[(が -n)(2nn*+n+n*)m-n(が +1)2]
dm b(n+1)2(n・+1)2
27 
(25) 
(26) 
(27) 
を得る。 (27)はVIEsの厚生効果が両国の企業数の違いと外国企業のシェアーに依存するこ
とを示している。これから次を得る。
命題3.多数企業が存在する場合にVIEsが輸入国にとってvoluntaryになるための必要条
件は、が>nである。
4 .差別化財のVIEsモデル
これまでは両国で同一財が生産されるものと仮定してきた。しかし今日の貿易の中心は差
別化財であるo この節では再び両国には 1企業しか存在しないが、両企業が差別化財を生産
すると仮定した場合のVIEsのvoluntarinessを考える。いま乗用車のように両企業が差別
化財を生産し、それらが自国で消費されるものとする。自国の効用関数を
U z U (4f)+y=(x+f)-i(αx2+a*x*2)一βtxx*+y，
2 
とする。ここでx(x*)は自国(外国)の企業の生産量である九この効用関数から次の2財の
逆需要関数を得る。
ρ=1一αx一βtx*，ρ・=1一βx一α*x*， (28) 
ただし、 ρ(p*)は自国(外国)財の価格である。交差価格効果を表すβは対称的であると仮定
している。もしβ=0であれば、両財は独立財である。更に β2/α♂の値は財の差別化の程度
を表す。もしこの値がゼロであれば両財は独立財であり、それが1であれば完全な代替財であ
る o 一般的に、 O~β2/αα*~1 である。
簡単化のため、限界費用をゼロとし、 a*=αとする。自国企業と外国企業の利潤関数は
π(x， x*) = (1一αx一βtx*)x， 1l'* (x， x*) = (1一βxー α'x*)x*， (29) 
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である。(29)から、両企業の反応関数はx=(1一βtx*)/2a， x*= (1ー βtx)/2α である。いま VIEs
が初期の自由貿易の水準で拘束的でるとしよう。この場合自国企業の反応関数は
xmj'= [(1-mf)X*]/~ρ 
である。これら 2企業の反応関数から VIEs下の両企業の生産量と総供給量は
(m)=~ 1-m ，f(m)= 
5'(1-m)' '" "，." 2αm+β(l-m)' 
X(m)=凸 1“，
である。ただし簡単化のため m=mfとしている。 VIEs下の両財の価格は
一(3α-2β)m+(β一α)ρ(m)ー ，P* (m) = t"I ___ I ，. 2αm+βρ 
である。自国の経済厚生は
W=π+CS=2x-1.5ω2一2sxx・+x*-0.5α:XU -μ-P*x*，
である。 (30) と (31) を (32)に代入すれば、次を得る。
W(m)=~ -m 0.5α+αm+β(1-m) 
l.αn 
(33)から次を得る。
dW(m)一α[3m(β-2α)一2(β一α)]
dm [2αm+β(1-m)]3 
m=mf=1/2で評価すれば、 (34)から次の命題を得る。
(30) 
(31) 
(32) 
(33) 
(34) 
命題4.差別化財の一般的なケースである O豆 β豆 α=::;1としよう。この場合VIEsは輸入
国にとってvoluntaryではない。また Oくβくαで、効用関数がquasi-concaveであれば、
VIEsは輸入国にとってvoluntaryではない。
5. VIEsの政治経済学的分析
以上のように、 VIEsは一般的にそれを行なう輸入国の経済厚生を低下させるのであるが、
それにもかかわらず輸入国がVIEsを受けいれるのは何故であろうか。VIEsが一般化してい
る現実を説明するために、新しい説明要因を付け加えたい。それは政府の目的と行動をとり
入れることである。これによって、 VIEsの政治経済学的な分析を試みる。
周知のように、各国の政府はぞの政策の決定に当たって自国の利益だけでなく外国の利益
や外国企業のロビー活動の状況を顧慮する。更に政府は、例えば外国と良好な経済関係を維
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持したいという非経済的な目標を持っている。この節の目的は、このような政府の行動と非
経済的な目的を取り入れることによって、 VIEsの政治経済的な説明を行うことである。
各国政府が政策の決定に当たって他国との関係を顧慮するのは、外国との貿易が1回限り
のゲームではなく、くり返しゲームであるからである。他国と継続的な貿易を続けるために、
各国は外国の利害を配慮する。
いま簡単化のため、外国の利益は外国企業の利潤で表されるものとし、また外国企業の利
潤が高まれば外国との関係が良くなるものとしようo そしてその政策手段としてVIEsが用
いられるものとする。もしVIEsによる外国企業のシェアーの増加が外国企業の利潤を高め
れば、輸入国の政府は外国との関係を顧慮して外国企業のシェアーを高める政策をとるであ
ろう。我が国がアメリカと結んだVERsとVIEsの協定は、殆どこのような非経済的な目的
を達成するために行われてきたと言っても過言ではない。
外国との関係を配慮する自国政府の行動をモデル化しよう。自国政府は(11)の自国の経
済厚生と(9 )の外国企業の利潤を政府の政策変数を表すウエイトで加重平均した値を最大
化するものとするo いま ρ((1-p))で自国政府が自国(外国)の利益を評価するウエイトと
する。自国政府の目的関数は
(a-c)2[2m(1-m)+1] I h ¥ (a-c)2m2 
V (m)=pz+(1一ρ)2b(1+m)2 ".. 1'" b(1+m)2' 
(35) 
ただし、 Oくρく 1である。
(35)をmで微分すれば
d区辺L-la-c)2(2-5p)m 
dm b(1+m)3 
(36) 
となる。 (36)から次を得る。
命題5.輸出国の利益を考慮した場合にVIEsが輸入国にとってvoluntaryになる必要・十
分条件は、 Oくpく2/5であるo
命題5は、もしOくpく2/5であれば輸入国はVIEsを選好することを示す。このことは輸入
国がVIEsを選好するためには、 pはあまり大きくてはいけないことを意味する。従って、も
し自国政府が自国の利益により大きな配慮をすることになればVIEsは選好されない。われ
われの政治経済学的なアプローチは、半導体の輸入をめぐる我が国の対応をモデル化したも
のとして有効であると思われるo
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6.結び
今日 VIEsは先進国における市場アクセスの新しい一つの重要な手段となってきており、
そのvoluntarinessを検討することは重要な政策課題となっている。小論では、外国企業の市
場シェアーをターゲットとする同一財と差別化財を仮定したクールノー複占モデルを想定し
て、 VIEsのvoluntarinessを検討した。もし各国に l企業が存在し、同じ限界費用で同一財
を生産する場合には、VIEsは輸入国にとってvoluntaryではない。そこでモデルを非対称的
なコストや多数企業のケースに拡張してVIEsがvoluntaryになるケースを探った。更に外
国の利益を顧慮することによってVIEsが正当化される政治経済学的な説明を試みた。
補論
この補論では、クールノー・モデルでVIEsと輸入補助金政策によって自国における外国企
業のシェアーを同一にするという条件の下で、両者の比較を行う。図1で、外国企業へ輸入
補助金を与えれば、外国の反応関数を右側にシフトさせる。いま、fsfs'を輸入補助金の下での
外国の新しい反応関数とする。Esが輸入補助金の下での新しい均衡点となり、その点でhh'と
fsfs'が交わる。前述のように、 m(>mf)に等しいVIEが行われれば、均衡点はEmであるo
h 
-X 
。
図1
五'
x 
われわれは3つの均衡点、 Es，Ef， Emを持っている。ただしιは、初期の自由貿易下の均
衡点である o 3つの均衡点は、総供給量の大きさから、 Es>ι>Emである。以上から、もし
自国市場における外国企業のシェアーを同じ水準に高めるためにVIEsと輸入補助金という
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2つの政策が可能な場合、輸入補助金は貿易促進的であるのに対して VIEsは逆貿易促進的
であることが分かる。
注
1 )ここでは強制措置を考えていない。 VIEsを強制するには自国企業への補助金やペナルテーが必要とさ
れよう。この点については例えば、 Krishna，Suddhasatwa， and Thursby (1998)を見よ。
2 )われわれがベルトラン・ゲームではなくクールノー・ゲームを想定するのは、次の理由による。第1は、
この論文がベルトラン・ゲームを想定する Greaney(1996)と補完的な論文として意図されていること、第
2に、ベルトラン・ゲームで同一財を仮定した場合、 2企業のうち低コスト企業のみが生産することにな
るが、現実はそうなっていない。第3に、VIEsの場合でも VERsの場合でも数量的なシェアー競争が行わ
れた。
3) ここでの同ーのコストという仮定は企業の生産水準に大きな影響を与えている。仮にもし c~ c.であ
れば、初期の自由貿易のクールノー均衡において、時注xfである。この点は次のように示される。図 1で、
Cが低下するにつれて hh'は右に平行にシフトし、 ι点はf'上を下方にシフトする。従って、 Xfは増加し
xちは減少する。更に自国企業の反応関数の縦軸の切片は(a-c)/bであり、外国のそれは(aー ♂)/2bであ
るので、両企業がプラスの量を生産するためには(a-c)b>(a-c.)/2bが必要であるが、それは[(a-
c)ー (cー ♂)]> 0と書き表すことができる。
4 )クールノー・ナッシュ均衡が安定的であるために、 1Cx1C.~~-1Cx~1C. ~x=3b2+2bc. 1I (x.) > 0を仮定す
るが、それは C.II(x.) > -1.5bを意味する。
5 )この効用関数は、もし仏x= α<0， Ux.~= -a.< 0， U=x~= 仏、=一β<0 ， IHI=αα事ーβ2>
0であれば、 quasiconcaveである。
References 
Bhagwati，J agdish，“VERs， quid pro quo DFI and VIEs: political-economy theoretic analysesぺlnterna-
tional Economic Journal. 1(1987): 1-14. 
Bjorksten， Neil，“Voluntary Import Expansions and V oluntary Export Restraints in an Oligopoly Model 
with Capacity ConstraintsぺCanad;白nJournal 01 Economics， 27(1994): 446-457. 
Cronshow， Mark and James， Markusen，“The Theory and Consequences of Result-Oriented Trade 
PoliciesぺinNew Directions in Trade Theoη" (195): 295-326， Univ. of Michigan Press. 
Dinopoulos， Elias and Mordechai， Kreinin，“An Analysis of Import Expansion Policies"， Economic 
lnquiη" 28(1990): 99-108. 
Ethier， Wifred and Henrik， Horn，“Results-Oriented Trade Policy"， Review 01 International Economics， 
4(1996): 17-39. 
Greaney， Theresa，“Import Now! An Analysis of Market-Share Voluntary Import Expansion (VIEs)"， 
Journal 01 lnternational Economics 40(196): 149-163. 
Greaney， Theresa，“Manipulating Market Shares: the indirect effects of voluntary import expansions 
(VIEs)"， Japan and the World Economy， 1(199): 96-113. 
Harris， Richard，“Why Voluntary Export Resetaints are 'V oluntaryぺCanadianJournal 01 Economics. 
18(1985): 799-809. 
Irwin， Douglas， Managed Trade: the case against impoげ target(1994)，The AEI Pre部.
Ishikawa， Jota，“Expanding the Purchase of a Foreign Intermediate Good: an analysis of VIEs and 
31 
32 関西大学『経済論集j第51巻第1号 (2001年6月)
Content Protection under Oligopoly"， inGlobal Competition and lnlegration (1999): 99-126. 
Krishna， Kala，“Trade Restriction as Facilitating Practices"， Journal 01 lnlernational Economilα 
26(1989): 251-270. 
Krishna， Kala， Roy Suddhasatwa， and Marie Thursby，“Implementing Market Access"， Review 01 
lnlernational Economics， 6(198): 529-544. 
Mai， Chao-Cheng and Hong， Hwang，“Why Voluntary Export Restraints are Voluntary: an extension"， 
白nadianJournal 01 Economics 21(1988): 877-882. 
Nagaoka， Sadao，“Economic Consequences of VIEs when consumers are constrained"， fiゅanand lhe 
日匂rldEconomy， 9(1997): 557-565. 
小田正雄， r輸入自主拡大 (VIEs)の一分析Jr世界経済評論J6 (1995) ， 46-50. 
32 
